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第 2 章 筑紫地区の建設 
 
 
第 1 節 筑紫地区の建設 
 
（1）春日原地区整備計画 
 
春日原地区国有地の受領 

1973（昭和 48）年 5 月に春日原基地跡地への全面移転を断念した九州大

学は、現有地での将来構想を検討せざるをえなくなり、さきに応用力学研究

所と生産科学研究所が検討を進めていた糟屋郡篠栗町の糟屋地方演習林への

移転計画を拡大して、理科系の研究所を中心に、将来計画小委員会で検討さ

れていた学際大学院を糟屋地方演習林に設置する方向で検討を進めていた。 

 旧米軍春日原基地跡地は、地元の春日・大野城両市のほか九州大学・自衛

隊・福岡県・財務局等から返還面積の約 2 倍の使用計画要求が出されたため

調整が難航していたが、九州大学はその後、1976 年 6 月 16 日に、1972 年

の全面移転計画の経過を踏まえ、部局長会議の了承を得て、約 51 万 m2の所

管換を求める要望書を北九州財務局長に提出した。9 月には要求面積を年次

計画に変更し、第 1 次として、資格基準面積が不足している研究所および体

育施設に大学院独立専攻を加えて 30 万 m2を、第 2 次として、学際大学院そ

の他を内容として 21 万 m2を要求した。 

 春日原基地跡地の利用計画について審議していた国有財産中央審議会は、

1976 年 6 月 21 日に、同跡地を、3 分の 1 を国の機関が使用し、3 分の 1 を

地元自治体に払い下げ、残りの 3 分の 1 は将来に備えた保留地として国が管

理する、という 3 分割案を大蔵大臣に答申した。しかし、地元側はこの案に

反対の意向を示して、利用計画の策定が難航したが、翌 1977 年になって県
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庁舎の移転先が福岡市東部の東公園に固まったことから情勢は一変し、県が

要望していた 16 万 5000m2 と、春日市が総合運動公園として要望していた

72 万 m2は、東公園の代替公園として計画される記念公園に統一することで、

双方が協力するとの合意が成立した。このため、跡地の利用は記念公園、航

空自衛隊春日基地の基地拡張、九州大学の一部移転、県立高校新設用地にし

ぼられることになり、1977 年 4 月 5 日、国有財産北九州審議会返還財産処

理部会は、跡地利用を希望している 5 団体から最終的な要望を聴いた。 

 九州大学が春日原基地跡地の一部取得を希望していることは、4 月 7 日の

『毎日新聞』で報道された。しかし、春日原基地跡地の取得については部局

長会議で了承されていただけであったため、武谷健二学長は 4 月 21 日の評

議会において、使用計画については折衝にあたっての技術的な必要性から提

示したものであり、事態はきわめて流動的であるため、とりあえず現状につ

いて報告し、いずれ適当な時期に正規の審議に付すこととして了承を得たい

と説明して了承された。 

 そして、5 月 24 日の評議会において、武谷学長は、春日原基地跡地の利用

計画をめぐる関係省庁等との折衝の経過について、国有財産北九州地方審議

会返還財産処理部会で一応の結論が出た模様であり、九州大学については第

1 次分として 20 万 m2弱の内諾があったと報告し、春日原基地跡地を取得す

ることについて正式に了承を得た。 

 6 月 2 日の評議会では、第 1 次分の土地の利用計画および保留地として残

された第 2 次分を確保するための利用計画については、将来計画小委員会に

専門委員会を設けて検討していくことが了承された。将来計画小委員会に設

置した春日原地区検討小委員会の検討結果は、翌 1978 年 6 月 2 日の評議会

で次のように報告された。すなわち、春日原基地跡地の中心部に独立研究科

を、東部に生産科学研究所を、西部に応用力学研究所を配し、北部に運動施

設および管理部門を置き、部局別の区画は設定しない。また、敷地の外柵を

設けず、敷地境界・構内道路沿いは緑地帯とし、なるべく開かれたキャンパ
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スにするなどである。 

 1977 年 6 月 2 日、国有財産北九州地方審議会において春日原基地跡地 19

万 m2の大学用地への転用が正式に承認され、同月 13 日九州大学は北九州財

務局長から転用の通知を受理した。春日原基地跡地利用の最終案は、3 分の

1 を国の機関が、3 分の 1 を地元自治体がそれぞれ利用し、残りの 3 分の 1

を保留地とするとするという 3 分割方式に従って作成された。すなわち、総

面積 156 万 m2 のうち、国の機関としては、九州大学が 19 万 m2、航空自衛

隊が約 27 万 m2を、また地元自治体としては、新設される県立高校が約 5 万

m2、記念公園が 30 万 m2をそれぞれ利用し、保留地が 47 万 m2となってい

た。このほかすでに使用されていた大利小学校・大利中学校（計 3 万 7000m2）

の用地はそのまま継続使用され、残りは跡地内の街路などに充てられること

になった。 

 

春日原地区整備計画 

 1978（昭和 53）年 6 月 30 日、春日原地区移転にかかわる重要な諸問題に

ついて連絡調整するため、部局長若干名と春日原地区に移転する応用力学研

究所・生産科学研究所・健康科学センターの所長・教授、および独立研究科

設置準備委員会の委員（のち大学院総合理工学研究科長）からなる春日原地

区移転部局連絡協議会が発足した。 

 また、春日原地区の新営工事の着工にさきだって埋蔵文化財の発掘調査が

行われることになり、埋蔵文化財の発掘調査に関する重要事項を調査審議す

るため埋蔵文化財調査委員会が設けられた。同年 11 月には春日原地区に春

日原地区埋蔵文化財発掘調査室が設置され、11 月 2 日には、武谷学長をはじ

め学内の関係者が出席して、埋蔵文化財発掘調査の鍬入式が行われた。 

 1979 年 7 月、春日原地区移転部局連絡協議会において春日原地区の整備

計画が決定された。整備計画は、大学院総合理工学研究科を中心に応用力学

研究所・生産科学研究所を移転して、高度の研究・教育体制をもった理工系
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キャンパスを整備し、あわせて健康科学センターと同センターを中心とする

運動緑地、各種運動施設を配置することによって、開かれた大学として積極

的に地域住民の健康の維持増進に貢献しようというものであった（資料編Ⅱ

－561、pp.854-865）。 

 この春日原基地跡地全域の再開発は、国と県等地方自治体が相互に協力し、

住居地をはじめ文教、健康憩いの場として総合的に整備されることになって

いた。九州大学においても、周辺地域環境との調和を保つとともに、開かれ

た大学像を基本方針とし、未来を創造する最高学府の望ましいキャンパスプ

ランニングの検討が重ねられた。具体的にはできるだけ自然を生かして敷地

の高低を有効に活用しながら、研究教育施設、共通施設、人・車の動線等を

機能的・有機的に配置することに考慮が払われた。この計画は、同年 12 月

の文部省計画協議会で承認され、移転 4 部局の整備計画の基盤が固まった。 

 
（2）筑紫地区の建設 
 

筑紫地区の建設 

 1980（昭和 55）年 3 月 3 日、春日原地区建設工事起工式が建設予定地で

挙行された。新キャンパスの着工は当初、1979 年 7 月に予定されていたが、

設計や国との予算折衝に手間取ったうえ、着工前の発掘調査が、米軍の配水

管などの残存施設がいたるところにあったり、ローラーで押し固められたり

していて、予想以上に難航したため遅れたものであった。春日原地区は春日

市春日から大野城市上大利にまたがる牛頸
うしくび

川右岸の段丘と丘陵上にあり、そ

の後の発掘調査によって、縄文・弥生・古墳・奈良・平安各時代の竪穴住居

跡、堀立柱建物跡、貯蔵穴、土壙、溝、水田跡、版築状遺構などの遺跡が発

見された。とくに弥生中期中葉から後葉の間の土壙からは丹塗りの筒形土器

をはじめ大量の祭祀用遺物が発見され、延長 100m を超える奈良時代の溝は

鴻臚館
こうろかん

と水城
み ず き

西門を結ぶ古代官道の側溝の名残と考えられている。 
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 起工式から 1 年後の

1981 年 2 月、鉱山・

機械系研究棟、化学系

研究棟、管理棟および

大学院総合理工学研究

科分子工学専攻棟から

なる生産科学研究所研

究棟 9883m2 が竣工

し、同年 12 月に生産

科学研究所が春日原地

区に移転した。鉱山・

機械系研究棟と化学系研究棟は南北に並列に配置され、この両棟を低層の共

通管理棟が接続していた。化学系の部門は総合理工学研究科の分子工学専攻

の協力講座となることから、化学系研究棟に接続して大学院総合理工学研究

科の分子工学専攻棟が建てられるなど機能的工夫が施されていた。また、特

殊化学実験棟、超音速ターボ圧縮実験棟、地盤変動測定実験棟等、特殊な実

験装置は独立棟として配置された。 

 春日原基地跡地に建設された新キャンパスは、当初は春日原キャンパスと

か春日原地区と呼ばれていたが、1981 年 6 月 26 日の部局長会議において「筑

紫地区」と呼ぶことが決定された。なお、従来の各キャンパス名については、

1978 年 7 月 25 日の部局長会議で、「箱崎地区」「病院地区」「六本松地区」

と統一することとし、箱崎地区については、文科系と理科系を区別する必要

がある場合は、箱崎文系地区・箱崎理系地区と呼称することが決定された。 

 その後、筑紫地区の整備は、電気、上水、排水処理施設、給水、排水、ガ

ス配管等の基幹整備をはじめ、1980・1981 年度国債工事による総合理工学

研究科校舎、中央管理棟の建設工事が進められ、1981 年 8 月には筑紫地区

受変電室 530m2 が竣工し、11 月には筑紫地区共通管理棟 2200m2 が竣工し

 
図 10-1 春日原地区（現筑紫地区）起工式（1980 年） 

挨拶する神田慶也学長。 
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た。さらに同年 12 月には筑紫地区上水処理施設 250m2および排水処理施設

270m2が竣工した。 

 1982 年 2 月には、材料開発工学専攻棟、エネルギー変換工学専攻棟、情

報システム学専攻棟および共通講義棟からなる大学院総合理工学研究科棟 1

万 3433m2が竣工し、3 月 20 日には田中健藏学長はじめ来賓の広末賢一福岡

県副知事、地元の亀谷長栄春日市長・森山幸雄大野城市長ら関係者約 250 人

が出席して、筑紫地区開設記念式典が挙行された。田中学長はあいさつのな

かで、「地域との調和のとれた文教地区として世界をリードし、地域の人々の

誇りとなる開かれた学際大学院を築きたい」と表明した。 

 同年 3 月にはさらに健康科学センター研究棟 1580m2が竣工し、8 月には

大学院総合理工学研究科と健康科学センターが筑紫地区に移転した。また同

年 4 月には、大学院総合理工学研究科、応用力学研究所、生産科学研究所、

健康科学センターの事務を併せて処理する共有の事務部「総合理工学研究科

等事務部」が設置され、その下に庶務課と会計課が置かれた。翌 1983 年 4

月には教務課が設置され、総合理工学研究科等事務部は 3 課となった。 
 

第二次留保地の受理 

1982（昭和 57）年 6 月 7 日、九州財務局の国有財産九州地方審議会は、

旧春日原米軍住宅基地跡地の第 2 次の利用計画を決定した。この時決定され

たのは第一次利用計画で保留地とされた 43 万 m2のうちの 26 万 m2で、九

州大学は筑紫地区の隣接地 12万m2を大学用地として転用することが認めら

れた。これによって筑紫地区は約 30 万 m2となり、箱崎地区（45 万 m2）に

次いで、病院地区（31 万 m2）とならぶ規模となった。田中学長は同日、筑

紫地区の用地拡張について、①筑紫地区は、学際大学院構想のもとに整備を

進めている現在の用地と一体として開発する、②具体的な施設整備は、年内

にキャンパス問題検討委員会で案をつくり、文部省と交渉しながら早期実現

をめざす、と説明した。 
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 これによっ

て、1972 年に

米軍から返還

された春日原

基地跡地は、

今回保留地と

して残された

17 万 m2を除

いて、約 9 割

の利用計画が

決まり、今回

の決定分も含

めた跡地の利用計画は、地元が道路 7 万 8000m2、高校などの施設 46 万

6000m2、国が防衛施設 32 万 4000m2、九州大学 29 万 6000m2、保留地が 17

万 m2となった。 

 

移転の完了と建物の整備 

 筑紫地区の整備はその後も続けられ、1982（昭和 57）年 8 月には筑紫地

区福利厚生施設 950m2が竣工した。同年 9 月 24 日には、春日原地区移転に

係る重要な諸問題について連絡調整を行ってきた春日原地区移転部局連絡協

議会が、その任務のすべてが終了したことによって廃止された。 

 1983 年 2 月、応用力学研究所の共通棟 5671m2、研究棟 9812m2、海洋災

害研究部実験棟鉄筋コンクリート平屋建 511m2、海洋環境研究部実験棟

720m2、流体研究部実験棟 540m2、工作実験棟 318m2、高エネルギー材料実

験棟 354m2が竣工し、同年 8 月応用力学研究所が筑紫地区へ移転した。応用

力学研究所の移転によって、予定されていた 4 部局の移転がひとまず完了し

た。 

図 10-2 筑紫地区全景（1985 年） 
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 翌 1984 年 3 月には応用力学研究所の材料研究部実験棟 436m2、海洋シミ

ュレーション実験棟 1103m2、トライアム実験棟 6042m2 が完成した。また

同年 6 月には基幹整備により受変電所および受電所 250m2が竣工した。1985

年 3 月には生産科学研究所研究棟および附属地熱開発センター研究棟

1405m2が竣工し、翌 1986 年 3 月には総合理工学研究科高エネルギー物質科

学専攻棟 2430m2が竣工した。 

 
 
第 2 節 大学院総合理工学研究科の設置 
 
（1）大学改革と学際大学院の構想 
 
大学院設置の拡大 

 全国の大学院の在籍者総数の伸びは、1950 年代まではきわめて緩慢で、修

士課程においては減少の傾向さえみられた。これは、高度経済成長政策によ

る産業経済の著しい発展によって産業界の技術者に対する需要が増大し、講

師や助手が待遇関係や将来性の問題のため多数産業界に転出する一方で、大

学院への進学者が減少したからであった。しかし、大学においても科学技術

振興策が実施されるなかで学部・学科・講座等の増設が相つぎ、教員の充足

は切実な問題となっていた。このため国立大学協会（国大協）は、1961（昭

和 36）年 11 月の第 23 回総会において、大学等研究機関における教育者・

研究者の人材養成について、適切な方策を講じるように文部省に要請するこ

とを決議するなど、教育者・研究者の確保について、さまざまな対策を講じ

なければならなかった。 

 大学院は、公私立大学においては、すでに多くの大学で設置されていたが、

国立大学においては、医学系を除いては 1953 年に設置された旧 7 帝国大学

と東京教育大学、東京工業大学、一橋大学、神戸大学、広島大学の 12 大学
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の状態が長く続いていた。こうしたなかで、文部省は、1963 年度に横浜国立

大学の大学院工学研究科等、4 大学に大学院修士課程を設置したのを皮切り

に、国立大学の大学院設置を推し進め、1967 年度には全国立大学の 72%に

大学院が設置されるに至った。この時期新たに設置された国立大学の大学院

は、工学研究科をはじめとする理工系の修士課程が中心であり、高度経済成

長政策の一環としての科学技術振興策が、この修士課程拡充の政策的要因と

なっていた。 

 こうした理工系を中心とする大学院の拡充のなかで、大学院の在籍者総数

は急増し、1962 年度から 1967 年度までの 6 年間にほぼ倍増した。とくに修

士課程は、この間に 3 倍近くの伸びを示し、大学院、とくにその修士課程は、

高級専門技術者層の供給機関として機能するようになっていった。 

 

大学院改革の動向 

 こうした状況のなかで、1960 年代初め頃から、各方面で大学院の改革につ

いて議論が行われるようになった。1960（昭和 35）年 5 月、松田竹千代文

部大臣は中央教育審議会（中教審）に「大学教育の改善について」を諮問し

た。この諮問に対する答申は、最終的には 1963 年 1 月に提出されたが、1961

年 7 月に発表された中間報告「大学の目的・性格について」は、大学院につ

いて、修士課程は博士課程とならんで研究能力の育成を目的としているが、

研究能力の高い職業人の養成も行うようにすべきだという意見も強く、また

現実にはこのような役割も果たしており、とくに最近ではこの種の教育に対

する要望がますます高まりつつあるとして、「博士課程においては、研究者の

養成を主とし、修士課程においては、研究能力の高い職業人の養成を主とす

るものとすべきである」と述べていた。そして、このような前提に立って、

修士・博士両課程の制度編成について、「両者はこれを学部の上に並列させて

置くのが適当であろう」としながらも、修士課程を終了して博士課程に進学

する積み上げ式も、大学院における専攻の性質、大学院の運営および学生指
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導のうえからみて、実情に即した面をもっているとして、「並列式と積み上げ

式の両者を認めてよいであろう」と結論していた。 

 そして、高等教育機関を「種別」するという発想のもとに、「高等の学術研

究を行なうとともに、高い専門職業教育を行なうもの」として、「大学院大学」

を置くことを提案していた。「大学院大学」は、総合大学を原則とし、すべて

の学部の上に博士課程を置き、修士課程を置くこともできるとしていた。こ

れに対し「大学」は、博士課程は置かず、必要な場合は修士課程を置くこと

ができるとしていた。また、附置研究所と大学院との関連について、附置研

究所の目的からみて、大学院大学のみに置き、大学院の授業に協力すること

ができるようにするとともに、附置研究所の専任教授以外の教授等にも、一

定期間、附置研究所で研究する機会を与えることができるようにする必要が

あるとしていた。 

 一方、この中教審の中間報告が発表される 1 か月前の 1961 年 6 月には、

日本学術会議の勧告書「大学制度の改善について」が出されていたが、この

勧告書は大学院について、博士課程と修士課程の関係、学部と大学院の関係、

大学院学生の処遇、大学附置研究所と大学院の関係の 4 つの側面にわたって

次のように述べていた。 

 まず博士課程と修士課程の関係については、中教審の中間報告と同様、そ

れらは「本来別個の課程である」として、修士課程と博士課程の目的・性格

の違いを認めていたが、その違いを具体的にいかに制度化するかについては、

専攻分野による独自性や各大学の自主性を認めるべきだとしていた。学部と

大学院との関係については、「大学院の機能を充実させるためには、大学院に

専任の教職員、専用の施設・設備および研究費を配しその管理を独立させる

ことが必要である」とした上で、「学部のみに関しては大学院をもつ大学とも

たない大学との間に教員の定員、予算の積算基礎等について差別を設けるべ

きではない」としていた。 

 そして、大学院生の処遇については、安定した研究生活を続けることがで
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きるように、博士課程学生への奨学金の全員給付と博士課程修了者の研究継

続のため日本学術振興会の奨励研究生制度を拡充することを勧告し、附置研

究所と大学院の関係については、「大学附置研究所は研究のみの機関であっ

て、教育に関係すべきではないと理解されてきたが、これは現在の大学院制

度の生れる以前の考え方であって、現在の大学院制度に即していえば適当で

ない」として、大学院と研究所が学生の研究を通して有機的関連をもつべき

ことを勧告していた。 

 

国大協の大学院改善案と九州大学の意見 

 1965（昭和 40）年 3 月、大学設置基準の改善についての答申が、大学基

準等研究協議会から文部省に提出された。国立大学協会（国大協）は、次は

大学院の問題が取り上げられる順序であるとして、大学院設置基準の問題に

ついて協会の意見をまとめることにし、1966 年 8 月、「大学院設置基準の問

題点」を各大学に送付して意見を求めた。国大協第一常置委員会は、各大学

の意見をもとに協議を重ね、翌 1967 年 4 月には「大学院設置基準をめぐる

所見（案）」を各大学に送付して意見を求め、同年 6 月の第 39 回総会に「大

学院設置基準をめぐる所見」として報告した。 

 この報告は、文部省をはじめ関係各方面で「大学院設置基準」の検討が行

われていることについて、細部にわたり固定された「基準」を早急に制定す

ることは適当でなく、かりに「基準」を設定する必要があるとしても、その

場合は各方面の意見を十分に徴する等、手続きその他において慎重を期すよ

うに要望し、「基準」を定める場合において、とくに留意すべき諸点として、

①「基準」は、高い水準をめざすものであるべきこと、②各大学の自主性を

尊重するものであること、③専門分野の特色を生かしうるものであること、

④新しい学問領域の展開に対応しうるものであること、⑤「基準」において

は教員の組織および施設・設備について格段の配慮がなされるべきこと、を

挙げていた。そして、具体的問題として、大学院の組織・機構等については、
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「積上げ式」「並列式」のいずれの可能性も認めるべきであり、研究科は学部

を基礎として組織されるとしても各大学の実情に応じて、附置研究所を基礎

とすることもできるとすべきであるとし、在学年限については、修士課程に

あっては 2 年、博士課程にあっては 5 年（医学および歯学の研究科にあって

は 4 年）とし、修士の課程を経た者の博士課程にあっては 3 年とするのが妥

当であるとしながらも、各専門分野の特殊性に応じて、これを変えることが

できるようにするのが妥当であるとしていた。 

 その後、国大協は、1969 年 11 月に「大学院制度の改善について（第一次

中間報告）」を発表し、各大学の意見を求めた。これに対し、九州大学は、

1970 年 2 月 7 日付で、次のように回答した。 

 回答は、「学問研究の性格等に差異があり、統一見解を得ることが困難であ

るので、各研究科から提出された意見を並列的に掲げた部分が多い」とし、

大学院制度の根本的改革についても、「大学院大学（学部をもたぬ大学院だけ

の大学）、逆ピラミッド型の大学（少数定員の学部学生をもつが、大学院の研

究・教育に比重をおいた大学）、および従来どおりの正ピラミッド型の大学の

おのおのの利害得失については学問の領域によって必要性に差があり、一概

に論ずることはできない」としていたが、「従来のように多数の学生がさまざ

まな目的をもって修学する学部と、学問研究を主たる任務とする大学院とが

同じ構内に併置され、原則として同じ教官が両者の教育研究を兼坦するとい

った現状は、極めて不合理であり、従って学部・大学院のいずれの教育をも

不徹底にし、非能率的にしている」として、大学院大学に賛成する意見につ

いてより多く述べていた。 

 

大学設置審議会の答申 

 1970（昭和 45）年 1 月、中教審は中間報告「高等教育の改革に関する基

本構想試案」を発表した。翌 1971 年 1 月、文部省はこの中間報告に沿った

大学院の改革を進める準備として、大学設置審議会の基準分科会に報告を求
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めた。大学設置審議会の基準分科会専門委員会は、1972 年 3 月 11 日、大学

院の目的・性格や組織・管理運営など大学院制度全般にわたる問題点と改善

の方向を総括的に示した「大学院および学位制度に関する専門委員会におけ

る審議の概況について」を同分科会総会に報告し、文部大臣は、この報告を

もとに同日、大学設置審議会に「大学院及び学位制度の改善について」を諮

問した。 

 諮問を受けた大学設置審議会は、1972 年 6 月に大学基準分科会内に「大

学院及び学位制度に関する特別委員会」を設置し、翌 1973 年 4 月、中間報

告「大学院及び学位制度の改善について」を発表した。国大協は、この中間

報告について検討を行い、同年 6 月の第 52 回総会に「大学院および学位制

度の改善について（中間報告）に対する見解（未定稿）」として報告し、その

後各大学の意見等をも参照して、同年 10 月に「大学院および学位制度の改

善について（中間報告）に対する見解」を取りまとめた。 

 大学設置審議会は、国大協の要望書その他の意見を考慮して原案を修正し、

1974 年 3 月、「大学院及び学位制度の改善について」として文部大臣に答申

した。 

 その内容は、①修士課程については、研究能力の涵養のみならず、高度の

専門職業教育、社会人に対する高度の教育などを目的とする課程の設置も容

易にすることとし、課程の目的・性格によっては、学位論文に代えて課題研

究を課し、あるいは授業の時間・方法等について特別な履修方法を取り得る

など、履修方法について弾力的な取り扱いができるようにする、②博士課程

については、研究者養成を主眼とするものではあるが、幅広い学識の涵養に

配慮するものとし、その修業年限は、現行の一律 5 年以上を、5 年を標準と

することに改め、きわめて優秀な学生については、3 年以上の在学でも修了

できるよう弾力性をもたせる。また、博士課程の編成方法については、5 年

の課程を前期 2 年・後期 3 年に区分してきたこれまでのいわゆる「積み上げ

式」の運用を制度上明確に位置付けるとともに、5 年を通じて一貫した教育・
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研究指導を行う課程も設置できることとする。さらに、その履修方法につい

ては、多様な形での研究指導を重視するものとし、所要単位数はこれまでの

50 単位以上から 30 単位以上に改める、③大学院の入学資格は、大学（学部）

卒業を原則とするが、短期大学や高等専門学校の卒業者などについても、大

学卒業者と同等以上の学力のある者の入学資格を幅広く認めることができる

よう、その認定方法を改善する、④大学院の組織、編成については、学部段

階の組織（学部・学科）と大学院の組織（研究科・専攻）を対応させること

は必ずしも必要とせず、大学院の教育・研究指導の目的・内容に応じて独自

の組織・編成がとれるようにし、大学院の独自性を強める。また、学部段階

の組織を置かず、大学院のみを設置するいわゆる独立大学院の設置が可能と

なるよう配慮するとともに、いわゆる連合大学院についても大学・大学院間

の交流と協力を重視して大学院の整備をはかるという趣旨の実現が可能とな

るよう考慮する、⑤学位制度については、博士の学位は、研究者として自立

して研究活動を行うにふさわしい資質・能力を備えた者、いわば研究者とし

てスタート台に立ったといえる者に授与するものとする。また、博士の種類

に、総括的な博士の種類として Ph.D.に相当する「学術博士」を加え、大学

院（研究科）の判断によって「学術博士」と現行の種類の博士のいずれかを

授与することができるようにする、というものであった。 

 

大学院設置基準の制定 

 1974（昭和 49）年 6 月 20 日、文部省令第 28 号をもって「大学院設置基

準」が制定公布され、翌 1975 年 4 月 1 日から施行された。この「大学院設

置基準」の制定によって、修士課程および博士課程の目的・性格に大きな変

更が加えられた。すなわち修士課程は、その第 3 条第 1 項において、「広い

視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又は高度の専門

性を要する職業等に必要な高度の能力を養うことを目的とする」ものとされ

た。従来の「大学院基準」が、「修士の学位を与える課程は学部における一般
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的並びに専門的教養の基礎の上に、広い視野に立って、精深な学識を修め、

専門分野における理論と応用の研究能力を養うことを目的とする」としてい

たのと比べると、研究者養成とならんで専門職業人の養成が強調され、修士

課程はこのいずれかの目的に合わせ、またはその両者を併せ行うことを目的

として設置されることになったのである。 

 また博士課程については、第 4 条第 1 項において、「専攻分野について研

究者として自立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力及びその基礎と

なる豊かな学識を養うことを目的とする」とされ、「大学院基準」が 1949 年

以来一貫して掲げていた、「独創的研究によって従来の学術水準に新しい知見

を加え、文化の進展に寄与するとともに、専攻分野に関し研究を指導する能

力を養うことを目的とする」という規定が大きく変更された。独創的研究の

遂行、文化の進展への寄与、研究指導能力の育成といった目的が消え、「自立

して研究活動を行うに必要な高度の研究能力」の育成がまず求められること

になったのである。また博士課程の標準修業年限を 5 年とし、これを前期 2

年・後期 3 年の課程に区分してもよいこととなった。 

 修士課程の修了要件は、大学院に 2 年以上在学し、30 単位以上を修得して、

修士論文の審査および試験に合格することとされたが、修士課程の目的に応

じ適当と認められたときは、特定の課題についての研究の成果をもって修士

論文に代えることができるとされた（第 16 条第 2 項）。また博士課程につい

ては、大学院に 5 年以上在学し、30 単位以上を修得して、博士論文の審査お

よび試験に合格することとされ、優れた研究業績を上げた者については、大

学院に 3 年以上在学すればよいとされた（第 17 条）。それまでの最低所要単

位 50 単位が 30 単位に軽減され、修士相当の単位を修得すれば、単位制度に

よる授業を義務付けなくてもよくなり、博士課程の年限を短縮することがで

きるようになったのである。 

 このような「大学院設置基準」の制定は、当然学位制度と連なるものであ

り、同日、文部省令第 29 号をもって「学位規則」が改正された。また、大
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学院の設置については、「大学院設置基準」はとくに規定していなかったが、

1976（昭和 51）年 5 月 25 日の法律第 25 号をもって「学校教育法」が改正

され、第 68 条第 2 項において「教育研究上特別の必要がある場合において

は、第五十三条の規定にかかわらず、学部を置くことなく大学院を置くもの

を大学とすることができる」と追加され、学部に基礎をおかない独立研究科・

課程の設置が認められるようになった。 

 

九州大学大学院学則の改正 

 九州大学では、この「大学院設置基準」の制定と「学位規則」の改正に伴

い、1975（昭和 50）年 5 月 20 日の評議会において「九州大学大学院学則」

および「九州大学学位規則」を改正した。これによって、従来の「九州大学

大学院学則」で「大学院に修士課程と博士課程とを置く」（第 3 条）と定め

られていた大学院は、「各研究科の各専攻は、博士課程とする」（第 4 条第 2

項）と、すべて博士課程に改められ、「博士課程の標準修業年限は、五年とす

る。ただし医学研究科及び歯学研究科の博士課程（以下、医学及び歯学の博

士課程という。）の修業年限は、四年とする」（第 5 条第 1 項）とされ、「博

士課程（医学及び歯学の博士課程を除く。）は、これを前期二年及び後期三年

の課程に区分し、前期二年の課程は修士課程として取り扱うものとする」（第

5 条第 2 項）と、前期 2 年・後期 3 年の課程とし、前期 2 年は修士課程とし

て扱われることになった。 

 
独立研究科と独立専攻 

 従来の大学院は、大学に置かれるのが原則であり、その基本組織である研

究科は、学部を基礎として設置され、学部と不離一体の関係で運営されてい

た。しかし、学術研究が著しく発展し、社会が複雑化・高度化するに伴って、

大学院に対する要請も多様化し、学部を基礎とする大学院だけでは充分に対

応することができなくなってきた。このため、1974（昭和 49）年に「大学
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院設置基準」が制定され、1976 年には「学校教育法」が改正されて、従来の

学問分野にとらわれない形で大学院独自の組織編成ができるようになった。

このうち、大学院のみの大学を「独立大学院」といい、対応する学部等を持

たない研究科を「独立研究科」、対応する学科等を持たない専攻を「独立専攻」

といった。 

 独立専攻は、1972 年に東京大学に情報工学専攻、東京工業大学に物理情報

工学専攻がはじめて設置され、翌 1973 年には北海道大学・東北大学・名古

屋大学にそれぞれ情報工学専攻が独立専攻として設置された。さらに、1975

年には東京工業大学に総合理工学研究科が独立研究科として設置され、1977

年には北海道大学に環境科学研究科が独立研究科として設置された。 

 

独立専攻の設置 

 九州大学においても工学部では、1971（昭和 46）年頃から独立専攻の設

置について検討が進められ、1975 年 4 月に、工学研究科に構造材料物性学、

機能無機材料工学、非晶質材料工学の 3 講座が設置されて、材料開発工学専

攻が工学研究科の独立専攻として設置された。この時設置された 3 講座のう

ち、新たに設置されたのは構造材料物性学の 1 講座だけであり、機能無機材

料工学は応用化学第三（応用物理化学及び無機合成化学）、非晶質材料工学は

冶金学第一（非鉄冶金学及び電気冶金学）が振り替えられたものであった。

材料開発工学専攻は、この 3 講座を基幹講座とし、これに高分子材料物性学

と極限環境材料工学が、それぞれ応用理学教室の物理化学講座と原子核工学

教室の原子炉材料学講座から協力講座として参加していた。協力講座とは、

基幹講座が研究科にだけ所属しているのに対し、本務は学部あるいは研究所

にあって学部学生の教育あるいは研究に従事し、大学院だけが独立専攻に所

属して大学院学生の教育を行うものをいった。 

 翌 1976 年 5 月には、応用化学第五（高分子化学第二）および鉄鋼冶金学

第五（金属物性論）が、機能有機材料工学および金属材料物性学にそれぞれ
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振り替えられ、1978 年 4 月には機能材料物性学が新設されて、基幹講座は 6

講座となった。この間、1977 年 4 月には、材料開発工学専攻の博士課程が

設置された。しかし、独自の建物はまだなく、工学部の中に間借りしている

状況であった。 

 1977 年 4 月には、2 番目の独立専攻としてエネルギー変換工学専攻が設置

された。基幹講座は、この年新設されたエネルギー変換基礎工学と応用原子

核物理学が振り替えられた核エネルギー変換基礎工学および電気工学第九

（照明工学・電熱工学）が振り替えられた電離イオン工学の 3 講座で、これ

にエネルギー変換熱力学とエネルギー変換機器学が、それぞれ機械工学科の

機械工学第八（燃焼学）と応用原子核工学科の応用原子核工学第六（原子力

機械工学）から協力講座として参加していた。翌 1978 年 4 月には動力機械

工学第三（水力機械）が振り替えられてエネルギー変換流動工学が設置され、

エネルギー変換制御工学が電気工学科の電気工学第五（電力制御学）から協

力講座として加わって基幹 4 講座・協力 3 講座となった。 

 1978 年 4 月には、新たに分子計測学講座が設置されて、分子工学専攻の

修士課程が設置された。分子工学専攻は、分子計測学、活性種解析学、分子

設計学、励起反応学、選択反応学、反応性中間体化学、機能性分子工学の 7

講座からなっていたが、基幹講座は分子計測学の 1 講座だけで、残りの 6 講

座はそれぞれ生産科学研究所の気相系反応中間体化学部門、石炭反応化学部

門、有機資源化学部門、有機触媒反応化学部門、有機不安定中間体化学部門、

石炭構造化学部門からの協力講座であった。 

 これらの各専攻は、既存の専門分野の間で近年急速に発展した主要な境界

領域を対象としており、材料開発工学は材料科学の立場から金属、無機およ

び高分子科学における構造機能材料科学の分野を統合したものであり、分子

工学は基礎科学における分子構造の反応および機能性の制御に関する分野に

対応するものであった。 
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九州大学学際大学院構想 

 1972（昭和 47）年 9 月に提出された将来計画小委員会の第一次報告「研

究・教育体制について」の取り扱いを検討した評議会は、教養部の改革とと

もに大学院の改革を九州大学の将来計画の 2 本の柱とすることを決定し、将

来計画小委員会においてその具体案の作成が進められた。そして、1975 年 2

月に文科系小委員会案、1976 年 3 月に理科系小委員会案がそれぞれまとめ

られたが、これらの案は、まだ十分に煮つめられたものではなく、そこに盛

り込まれた要望を現実化する目途もほとんどたたない状態であった。 

 このため、同年 4 月の将来計画小委員会に武谷健二学長から、1977 年度

の概算要求に提出したいとして、実現可能な計画策定のガイドラインが、学

長第一次メモとして示された。その骨子は、①従来の大学院はそのままにし

て、学際大学院を別に独立してつくる、②この大学院はその下に学部を持た

ず、大学院生は九州およびそれ以外の広範囲から集める、③教官・事務組織

も他の学部・大学院から独立させる、④学部の壁を取り払い、課程は大きく

人文科学・理工科学・生命科学の 3 部門に分け、その下に専攻科を置く、と

いうものであった。 

 この学長の提案にもとづき、1976 年 6 月には各学部の世話人が委嘱され

るとともに、人文社会科学・理工科学・生命科学の 3 部門にそれぞれ代表世

話人が選定され、構想に関する協議が推進された。その作業の結果は、文系、

理工系および生命系の学際大学院構想としてまとめられ、同年 11 月に学長

第二次メモとして将来計画小委員会に提案された。この提案を受けた将来計

画小委員会は、各系ごとにワーキンググループを設置し、関係部局および関

係者の意見を徴して検討を加え、翌 1977 年 1 月にその作業をまとめた。将

来計画小委員会の各系の世話人は、これをもとに構想の文案の作成を行い、

同年 6 月に「九州大学学際大学院構想（討議草稿第一次案）」として将来計

画小委員会に提出した。 

 その後、第一次案の文章内容の不整合等を修正して、同構想（討議草稿第
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二次案）が作成され、1977 年 9 月の将来計画小委員会の審議を経て、11 月

29 日の評議会に提案され、各部局での検討を経たのち、翌 1978 年 1 月 17

日の評議会において「九州大学学際大学院構想」として正式に了承された（資

料編Ⅱ－556、pp.820-831）。 

 この「学際大学院構想」は、従来の伝統的な大学院と並行して、学際大学

院を創設することがもっとも適切であるとの見地から、九州大学の現組織、

研究業績ならびに社会的・地域的要請等を勘考して、物質科学研究科、情報

科学研究科、生命科学研究科、社会科学研究科の 4 研究科を設置しようとし

たものである。物質科学研究科は、基礎物質学（8 講座）、分子工学（9 講座）、

材料開発工学（9 講座）、エネルギー変換工学（9 講座）、環境科学（9 講座）

の 5 専攻・44 講座、情報科学研究科は、計算学（8 講座）、情報システム（8

講座）、情報物性学（7 講座）、生体情報学（8 講座）、社会システム（7 講座）

の 5 専攻・38 講座、生命科学研究科は、遺伝科学（8 講座）、神経科学（7

講座）、生体制御学（8 講座）、免疫科学（7 講座）、光生物科学（8 講座）、腫

瘍生物学（8 講座）の 6 専攻・46 講座、社会科学研究科は、社会調整科学（7

講座）、地域科学（9 講座）、福祉科学（7 講座）、組織科学（9 講座）の 4 専

攻・32 講座からなっていた。ただし、文学部と教育学部が、学部内の意見が

まとまらなかったことから専攻案を出さなかったため、人文系の学際的研究

科設置案については他日を期すとされていた。 

 
（2）大学院総合理工学研究科の設置 
 

1979（昭和 54）年 3 月 11 日、政令第 66 号をもって「国立大学の大学院

に置く研究科の名称及び課程を定める政令」が改正され、同年 4 月 1 日から

大学院総合理工学研究科が設置された（資料編Ⅱ－563、p.866）。すでに工

学研究科のなかに開設されていた材料開発工学専攻、分子工学専攻、エネル

ギー変換工学専攻の 3 専攻に新たに設置された情報システム学専攻を加えて
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開設されたもので、工学研究科の構造材料物性学、機能材料物性学、機能無

機材料工学、機能有機材料工学、非晶質材料工学、金属材料物性学、エネル

ギー変換基礎工学、核エネルギー変換基礎工学、エネルギー変換流動工学、

電離イオン工学、分子計測学の 11 講座は総合理工学研究科に振り替えられ

た。 

 材料開発工学専攻は、工学研究科時代に完成した基幹 6 講座・協力 2 講座

の 8 講座のまま大学院総合理工学研究科に引き継がれ、分子工学専攻は、基

幹 1 講座・協力 6 講座のまま移行したが、移行時にはまだ博士課程は開設さ

れておらず、1980 年 4 月に、博士課程が設置された。エネルギー変換工学

専攻は、基幹 4 講座・協力 3 講座で移行したが、1980 年 4 月に、基幹講座

として応用原子エネルギー工学が増設され、基幹 5 講座・協力 3 講座の 8 講

座となった。 

  新たに設置された情報システム学専攻は、情報認識、情報伝送、情報組織、

情報言語の工学系講座 4 講座と情報モデル論、情報検索論、情報機能素子の

理学系講座 3 講座の合わせて 7 講座からなっていた。このうち基幹講座は、

1979 年 4 月に新設された情報認識と工学部の情報工学第二（情報回路学）

から振り替えられた情報組織の 2 講座で、情報伝送は情報工学第三（波動情

報工学）、情報言語は電子工学第二（電子計算工学）、情報モデル論は理学部

附属基礎情報学研究施設の第一部門、情報検索論は同第二部門、情報機能素

子は同第三部門からの協力講座であった。1981 年 4 月 1 日には情報システ

ム学専攻の博士課程が設置された。 

 前年に発表された「学際大学院構想」との関連でいえば、大学院総合理工

学研究科は、物質科学研究科で計画されていた 5 専攻のうち、すでに工学研

究科に独立専攻として設置されていた分子工学、材料開発工学、エネルギー

変換工学の 3 専攻と、情報科学研究科で計画されていた 5 専攻のなかの情報

システムとを併せて発足したということができる。 
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（3）総合理工学研究科の拡充と筑紫移転 
 

 4 専攻で発足した大学院総合理工学研究科は、その後 1984（昭和 59）年 4

月に応用力学研究所の協力を得て高エネルギー物質科学専攻が設置され、さ

らに 1986 年 4 月には工学研究科に設置されていた熱エネルギーシステム工

学専攻が移行されて 6 専攻となった。 

  高エネルギー物質科学専攻は、高エネルギー密度状態における物質に関す

る理工学について基礎と応用にまたがる専門的知識を修得させるもので、高

エネルギー応用力学、非線形物質運動学、高エネルギープラズマ力学、核融

合プラズマ理工学、高エネルギー照射損傷学、動的材料強度学、高エネルギ

ー材料強度学の 7 講座からなっていたが、基幹講座は 1984 年 4 月に設置さ

れた高エネルギー応用力学の 1 講座だけで、残りの非線形物質運動学、高エ

ネルギープラズマ力学、核融合プラズマ理工学、高エネルギー照射損傷学、

動的材料強度学、高エネルギー材料強度学は、それぞれ応用力学研究所の高

エネルギー流体力学部門、高エネルギープラズマ力学部門、高エネルギー加

工学部門、高エネルギー材料力学部門、応用弾性学部門、塑性学部門からの

協力講座となっていた。1986 年 4 月には、高エネルギー物質科学専攻の博

士課程が設置された。 

 熱エネルギーシステム工学専攻は、大学院総合理工学研究科の後続の専攻

として計画が進められてきたが、諸般の事情から 1981 年 4 月に工学研究科

の独立専攻として設置された。機械工学系、建築学系、あるいはそれらの関

連学科においてそれぞれの専門学科を修得した学士を対象に、エネルギーの

変換を含む各種の有効利用に関連した諸問題に関する研究と教育を行う 4 講

座と生活環境における熱的諸問題に関する研究と教育を行う 2 講座とからな

り、これらを総合した新しい学問領域を体系づけるものとして設置された。

1983 年には博士課程が開設され、1986 年 4 月に総合理工学研究科に移設さ

れた。地域熱環境工学、建築熱環境工学、複合熱移動現象学、熱エネルギー
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輸送工学、省エネルギ

ー機器工学、希薄エネ

ルギー工学の 6 講座か

らなるが、基幹講座は

1981 年に設置された

地域熱環境工学 1 講座

だけで、残りは建築熱

環境工学が建築学第六

（建築設備計画学）か

らの協力講座、複合熱移動現象学、熱エネルギー輸送工学、省エネルギー機

器工学、希薄エネルギー工学がそれぞれ生産科学研究所の熱及び物質移動部

門、熱エネルギー輸送工学部門、空気工学部門、発熱工学部門からの協力講

座となっている。 

  1986 年時点で大学院総合理工学研究科は、6 専攻 43 講座からなり、うち

基幹講座は 16、協力講座は 27 となった。 

 大学院総合理工学研究科の施設は創設当初は工学部に分散していたが、

1982 年 2 月、筑紫地区に大学院総合理工学研究科研究棟 1 万 3433m2が竣工

し、8 月に移転した。1986 年 3 月には総合理工学研究科高エネルギー物質科

学専攻棟 2430m2が、翌 1988 年 7 月には総合理工学研究科熱エネルギーシ

ステム工学専攻棟 2170m2が竣工した。1988 年 3 月 25 日には総合理工学研

究科プラズマ計測実験棟 1803m2が竣工した。 

 

（4）医学系研究科の設置 
 

1978（昭和 53）年に発表された「九州大学学際大学院構想」は、6 専攻

46 講座からなる生命科学研究科を計画していた。その後、1984 年度の概算

要求で、6 専攻 39 講座からなる独立大学院を設置する構想が進められたが、

図 10-3 総合理工学研究科 
出典：『九州大学一覧 総括編』1982 年度。 



第 2 章 筑紫地区の建設 

495 

現今の情勢においては規模が大きすぎて非現実的ではないかとの意見が出さ

れ、生命科学研究科設置準備委員会ならびに同委員会内のワーキンググルー

プおよび医学部内の委員会で検討した結果、基幹講座 2・協力講座 6 からな

る分子生命科学系専攻を医学研究科内の専攻の 1 つとして要求する計画が立

てられた。そして、1985 年度の概算要求では、医学研究科に基幹 1 講座・

協力 7 講座からなる分子生命科学系専攻の新設を要求し、翌 1986 年度の要

求では、医学研究科を医学系研究科に名称変更し、分子医学系専攻と分子生

命科学系専攻の 2 専攻を要求した。 

 その結果、1986（昭和 61）年 3 月 31 日、政令第 70 号をもって「国立学

校設置法施行令」が改正され、4 月 1 日から医学研究科が医学系研究科に名

称変更された。そして医学系研究科には、それまでの生理系専攻、病理系専

攻、社会医学系専攻、内科系専攻、外科系専攻に加えて、新たに分子医学系

専攻と分子生命科学系専攻の 2 専攻が加えられた。また同日、文部省令第 13

号をもって、医学系研究科に細胞工学と機能高分子設計学の 2 講座が設置さ

れた。 

 新たに設置された分子医学系専攻は、それまでの生理系専攻の生化学を中

心に再編成されたもので、細胞構築学、遺伝子生化学、細胞代謝機能学、分

子薬理学、分子腫瘍学、免疫遺伝学、分子免疫学の 7 講座からなり、細胞構

築学、遺伝子生化学、細胞代謝機能学、分子薬理学は医学部の既設講座が、

分子腫瘍学、免疫遺伝学、分子免疫学は生体防御医学研究所の 3 部門が基礎

となっている。分子生命科学系専攻は、新たに設置された細胞工学および機

能高分子設計学の 2 講座と生命機能素子学、細胞表層機能学、分子集団遺伝

学、遺伝情報制御学の 6 講座からなっているが、生命機能素子学、細胞表層

機能学、分子集団遺伝学は理学部からの協力講座、遺伝情報制御学は学内共

同利用施設の遺伝情報実験施設からの協力講座である。また分子生命科学系

専攻は、後期 3 年のみの博士課程で、入学資格は修士の学位を有するものと

なっている。 
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第 3 節 健康科学センターの設置 
 
（1）教養部改革と健康科学センター構想 

 
 1977（昭和 52）年 1 月 11 日の将来計画小委員会で設置されたワーキング

グループは、基幹研究部・社会交流部・国際交流部の 3 部からなる「広域総

合研究機構（案）」を学長に答申した。これは、学部・学科の枠をこえ、文・

理両系列の関連研究者相互の協力体制を具体的に保証する場としての研究機

構を企図したものであり、6 月 2 日の将来計画小委員会で発表されたが、実

現性に乏しく計画は具体化されなかった。 

 この頃、春日原基地跡地に 19 万 m2の土地の配分を受けることが確実にな

り、研究所と学際大学院を移転・建設する計画が立てられると、武谷健二学

長は、教養部改組委員会委員長との話し合いを経て、6 月 2 日の将来計画小

委員会に、春日原キャンパス問題と関連させて、教養部の保健体育科の教官

と保健管理センターの教職員を中心に、教養部・医学部・教育学部などの協

力を得て、総合的な研究と事業を行う健康科学センターの設置を提案した。 

 この健康科学センター構想は、健康に関する既存の学問領域の研究者が従

来の枠を取り払い、互いに協力することによって、総合的に研究を推進しよ

うというもので、その意味において、さきの「総合学部」および「広域総合

研究機構」の案の精神を継承するものであり、その形を変えた具体的実現の

一つであるとされていた。しかし、この健康科学センター設置案は、教養部

の意見をほとんど徴することなしに立案され、また教養部の改革についての

基本的認識からかけはなれていたため教養部内には強い反発があった。しか

し、結局 6 月 8 日の教養部教授会において、1978 年度の概算要求に健康科

学センターの設置を追加することが了承された。その後、この健康科学セン

ター設置計画は、8 月には文部省の査定を通って大蔵省にまわされ、翌 1978

年 4 月からの設置が決定した。 
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 1978 年 3 月 18 日の健康科学センター発足準備委員会では、①健康科学セ

ンターは 4 月 1 日から独立部局として発足すること、②教養部保健体育学科

教官および保健管理センター教官が構成員となり任用上は配置換とするこ

と、③教養部の保健体育教育の責任については、従来どおりとし、配置換の

教官は教養部兼任とすること、が決定された。これをうけて 3 月 27 日の教

養部教授会では、保健体育関係教官の配置換と兼任、および関係教官を従来

どおり教授会メンバーとすることが承認され、4 月 12 日の教授会においてこ

れに伴う教授会運営内規の改正が承認された。 

 

（2）健康科学センターの設置と筑紫移転 

 

 1978（昭和 53）年 4 月 1 日、文部省令第 10 号をもって「国立学校設置法

施行規則」が改正され、「健康科学に関する研究並びに保健及び体育に関する

教育を行うとともに職員及び学生の保健管理及び体育指導に関する専門的業

務を行うための施設」として健康科学センターが設置された。これによって、

教養部の保健体育科の教官はすべて健康科学センターに配置換され、教養部

の兼任教官として教養課程の保健体育の授業を担当することになった。同時

に 1967 年に設置された保健管理センターも 3 月 31 日限りで廃止され、保健

管理センターの教官と職員も健康科学センターに配置換された。保健管理セ

ンターが担当していた学生の保健管理は、健康科学センターが担当すること

になり、従来の保健管理センターは健康科学センター（健康管理部門）に、

保健管理センター堅粕分室は健康科学センター（健康管理部門）病院地区分

室に改められた。 

 健康科学センターの九州大学における位置づけは、附置研究所に準ずる独

立の部局とされた。また健康科学センターには教授会は設けず、運営は所員

会議によって行われることになった。健康科学センターは、九州大学の第 4

のキャンパスである春日原地区の実現との関係で設置されたもので、春日原
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地区に置かれることに

なっていたが、設置当

時はまだ春日原キャン

パスの整備が進んでお

らず、事務室は旧保健

管理センター箱崎分室

に置かれることになっ

た。 

 健康科学センターに

は、健康科学に関する

基礎的・応用的研究を

行う研究部と、センターの事業を実施する事業部の 2 部が置かれていた。こ

のうち研究部には、固定部門を置かず、基本課題を基盤とする中期的な課題

を設定し、これらに対応するプロジェクト・チームがいくつかの部門を構成

することになっていた。事業部は保健体育部門・健康管理部門・健康教室部

門の 3 部門からなり、保健体育部門は、もとの教養部保健体育科の教官を中

心に、教養課程および進学課程における保健体育科目の教育を行い、健康管

理部門は、もとの保健管理センターの教職員を中心に、職員および学生の健

康管理を行うことになっていた。ただし、職員の健康管理については、機構

および施設整備をまって行うこととされていた。また、健康教室部門は、研

究関連事業として「スポーツ教室」、「栄養教室」等を企画し、実施すること

になっていた（資料編Ⅱ－565、pp.876-877）。 

 健康科学センターに似た施設としては、1975 年に設置された名古屋大学の

総合保健体育科学センターがあったが、九州大学の健康科学センターは健康

科学に関する研究を行うという点に特徴があり、人間生活の基本である健康

の維持・増進という基本課題について、医学・体育学・心理学・社会科学・

基礎科学など、関連する学問領域の研究者たちが共同して取り組む広領域的

図 10-4 健康科学センター内のラウンジで特定研

究に参加している地域住民のミーティン

グ 
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な調査研究のなかから、新しく独自な健康科学の体系を組み立てていく場と

して設置されたものであった。 

 1979 年 3 月、健康科学センター病院地区分室 134m2 が竣工した。1982 年

3 月には筑紫地区に健康科学センター1580m2が竣工し、8 月には移転が完了

して、10 月 2 日に完成披露式が行われた。健康科学センターの移転と前後し

て、1981 年 12 月には生産科学研究所が、1983 年 9 月には応用力学研究所

が筑紫地区に移転した。 

 


